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令和２年度上期の事業運営状況について 
 

 

１.高等教育・研究 

（１）入学志願者および優秀な学生の確保 

（２）国家試験合格率の高位安定化 

（３）教学マネジメントによる教育の質保証 

（４）特色ある教育への取り組み 

（５）大学院の充実 

（６）教学環境の整備 
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（６）産学連携の推進 
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令和２年度上期の事業運営状況について 

 

 本年 3 月 27 日の理事会・評議員会でご承認いただいた、令和 2 年度事業計画につい

て、本年度上期の主要な事業運営状況を下記の通りご報告いたします。 

 

 

年明けより世界全体を襲った新型コロナウイルス感染症の大流行（パンデミック）は、本

法人の上期事業運営にも甚大な影響をもたらした。 

法人運営の柱となる「教育」ならびに「医療」のうち、まず「教育」に関しては、大学、

両中高とも対面授業が不可となり、リモート講義中心の運営を余儀なくされた。併せて、オ

ープンキャンパスや各種地域講座等も中止に追い込まれ、従来型の教育スタイルはほぼ実

施不可能となった。 

一方、「医療」については、３病院ともコロナ患者受入を進めるなか、並行して受入病床

の捻出、手術件数や入院患者数の制限等の特別な対応が必要となり、高度急性期病院の機能

を維持しつつコロナ診療に対応する極めて難しい運営に取り組むこととなった。同時に所

謂受診控え現象による紹介患者数減も発生し、入院・外来収入の大幅な落ち込みにともなう

収支の大幅悪化に苦しんだ。 

このように本法人創立以来最大級と言える困難な環境下、全教職員はそれぞれの持ち場

で事業確行に向け全力を注いだ。教育面では大学、両中高ともオンライン教育に関して各教

員が様々な工夫を凝らすとともに、感染対策に留意した対面授業再開等、教育の質の確保に

奔走。他方、学生・生徒に対しては、予備費の活用や同窓会のご支援等を通じ、リモート環

境対応への支援金交付や家計急変生徒を対象とした学費減免制度制定等を実施した。 

医療においては、コロナ感染のリスクを抱えながらも高い使命感・職業倫理に基づき、３

病院教職員は懸命な治療に取り組んだ。その労苦に少しでも報いるべく関係者向け臨時特

殊勤務手当を創設している。一方、減収分を補うべく、各種加算点の獲得や薬品コスト削減

の一層の強化等にも取り組んでいる。 

更に、もうひとつの柱である「研究」については、収支が急速に悪化している状況ではあ

るものの、研究費削減を求めるようなことはせず、教育機関としての質の担保に留意してい

るところである。 

これらの状況を受け、本法人上半期の財政は未曾有の赤字状況に陥っているが、この国難

とも言える事態のなかで、教職員のコスト意識や経営改善への意欲は格段に向上しており、

むしろ法人の一体感は従来以上に高まっている。下半期に向け、理事長の強力なリーダーシ

ップのもと、既に取組中の各種収支底上げ施策等を更に深化・充実させるとともに、リモー

ト環境の一層の充実も視野に入れ、本年度事業遂行に鋭意取り組む方針である。 

なお、数年来大型事業として取り組んできた「羽田空港跡地再開発推進計画への参画」に

ついては、上述のような経営環境の急速な悪化や、新型コロナの収束時期が依然不透明なこ
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と、今後もグローバル化が加速度的に進む環境下、新たなパンデミックリスクが高頻度で発

生する懸念が大きいこと等を踏まえ、インバウンドを主軸にした本事業は極めて困難であ

り、逆に将来本法人経営の安定性を損なうリスクが甚大と判断し、苦渋の決断ではあるが関

係方面に撤退の意思（決断）を伝えた。 

 

 

１．高等教育・研究 

（１）入学志願者および優秀な学生の確保 

【大学】 

 新型コロナウイルスの感染拡大が懸念される中、オープンキャンパス来場者の健康や安

全面などを最優先に考慮し、令和 2 年度の来場型オープンキャンパスは開催を中止するこ

とを決定した。来場型を中止にした代わりに、受験生が自宅でも大学の学びや学生生活を体

験できるよう、Web オープンキャンパス特設サイトを 7 月に開設し、キャンパスツアー動

画のほか、令和 3 年度入試情報も掲載し充実したコンテンツ作りを進めている。8 月までの

Web オープンキャンパスの各コンテンツの総アクセス数は、64,224 件（延べ数）であった。

又、8 月以降は予約制の施設見学会を順次開催しているが、当面はオンラインによる進学相

談会を実施し、その旨を DM 等で広く周知している。その他、志願者動向等の情報の分析

を委託しており、分析結果をもとに首都圏のみならず全国的な広報活動を行う予定である。 

 又、アドミッションセンターを中心に、文部科学省からの新型コロナウイルス感染拡大に

ともなう入試に関する通知を分析・整理し、令和 3 年度入試の実施に反映させる体制を整

えた。各学部入試委員会と連携し速やかに方針を決め、関係部署を通しホームページ等にて

周知している。 

 

（２）国家試験合格率の高位安定化 

 新型コロナウイルス感染拡大の影響を受ける中、上期は学部ごとに以下のような取り組

みを行った。 

 

【医学部】 

筆記試験対策としては、新型コロナウイルス感染症の影響で大幅にスケジュールが変更

されたが、修学支援センターが中心となってオンライン形式の集中臨床講義を開講した。プ

レ卒業試験は中止されたため、卒試Ⅰ終了後の 9 月に、成績下位者を対象に医学部長によ

る個人面談を実施する予定である。又、8 月、11 月の 2 回の卒業試験の後に模擬試験を義

務付けて、成績の向上を図る予定である。 

学生生活面のサポートとしては、メンターによるオンライン面談を 6 月に実施し、成績

の改善と精神面のケア、意欲の向上を図った。 

令和 2 年度から必修化されている臨床実習後 OSCE（Post-CC OSCE）は、新型コロナウ
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イルス感染症の影響で、当初予定していた 2 日間（7/31、8/1）から 1 日間（9/5）の実施に

変更する。4 年次の「臨床推論演習」・「臨床検査・生理機能検査実習／シミュレーション実

習」については、カリキュラム日程を後ろ倒して、8 月下旬から順次実施し、到達目標を担

保することをめざす。又、本年度よりディプロマ・ポリシーの達成度を測るため 1、4、6 年

次にアセスメントテストを導入し、6 月に実施した。テストの結果に基づいてフォローアッ

プガイダンスを行い、自己のディプロマ・ポリシーに対する達成度について理解を深めた。 

 

【薬学部】 

 1 年次生に対しては、薬剤師国家試験合格率の長期的な高位安定化を図るため、学びへの

動機付けを行った。必修科目「薬学入門」では、薬剤師の社会における様々な役割を紹介し

つつ、自分のめざす薬剤師像を描かせ、それに近づくための行動目標を作成することで、大

学での学びの重要性を認識させた。7 月 17 日の授業最終回は対面授業とし、これからの行

動に自信と責任を持たせるため、各学生にめざす薬剤師になるための短期目標を 1 分間で

発表させるとともに、口頭でそれぞれにフィードバックを行った。本年度は新型コロナウイ

ルス感染予防の観点から TBL（Team Based Learning）を実施しなかったため、「薬学入門」

最終回の前日も登校日とし、基礎系科目（物理、化学、生物、数学）の担当責任者が各科目

の学びが専門科目の学びとどのように結びついていくのかを説明することで、1 年次での学

びの重要性への理解を促した。 

 6 年次生については春学期開始時に、国家試験への意識づけとして、統合型演習科目運営

委員会で検討した実施計画を基にしたガイダンスと「スタートアップ模試」を行ったほか、

薬学総合演習Ⅰの対面による試験実施日に、秋学期に向けたガイダンスと、国家試験が近づ

くにつれて不安や悩みを抱えた際の相談窓口としての利用が可能な学生相談室の紹介を行

った。又、きめ細やかなフォローが必要な薬学総合教育部門所属学生に対しては、個別面談

により自宅での状況についてヒアリングを行い、学習指導、生活指導を順次全員に実施した。

さらに、定期試験後は、学習改善が必要と考えられる学生を対象に弱点把握や精神的なケア

を目的とした個別面談、夏期休暇期間中の秋学期対策補習も遠隔で実施した。 

 

【理学部】 

 4 年次生は春学期で臨床検査技師国家試験受験科目の全履修を終了した。例年 6 月に実

施され、4 年次生の一部が受験している遺伝子分析科学認定士資格認定試験（初級）につい

ては、新型コロナウイルス感染症の影響により秋に延期されている。又 8 月 3 日より 5 週

間の臨地実習（本学医療センター３病院と他大学病院 1 施設、総合病院 3 施設）を実施し

た。秋学期より臨床特別講義等の国家試験対策講義と複数回の模擬試験を実施し、国家試験

合格率 100％をめざす。 

 3 年次生については、新型コロナウイルス感染症の影響でチーム医療演習は中止となった

が、生命倫理シンポジウムのオンラインディスカッションにほぼ全員が参加し、他学部と交
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流する機会を得た。 

 

【看護学部】 

 看護師・保健師国家試験の合格率は、毎年全国平均を上回っている。看護師は前々回

96.5％、前回 97.2％と高位安定化が図れており、国家試験対策の効果が表れている。例年、

3・4 年次生を対象にガイダンス・対策講座・模擬試験などを実施している。令和 2 年度春

学期は新型コロナウイルス感染症拡大にともなう学生の登校制限により、オンラインでの

国家試験対策を実施し、内容はガイダンス・令和元年度国家試験問題解説と対策・国試対策

講座の動画を配信した。年度当初の実力を測る模擬試験は自宅での実施とし、回答結果の分

析を行った。模擬試験の成績不振者には、国家試験対策委員長、アドバイザーから個別指導

を行い、意欲・成績の向上を図っている。秋学期においても学生の登校制限が継続すること

を考慮し、オンライン・郵送・登校の形式を組み合わせて実施する。 

 

【健康科学部】 

 新型コロナウイルス感染症の影響で、対面での国家試験模擬試験および対策講義が実施

できず、遠隔形式による自宅受験、受講となった。4 年次生の模擬試験成績低迷者に対し、

サポート体制を整備した。又、「系統別看護師・保健師国家試験 Web ツール（医学書院）」

の活用、各社から出される国家試験対策無料講座の情報提供、参考書の紹介なども Moodle

を通じて積極的に実施しているおり、今後は国家試験模擬試験および対策講座を定期的に

行い、全体のサポートも実施する。他の学年については「系統別看護師・保健師国家試験

Web ツール（医学書院）」の活用を中心に指導しているが、秋学期からは、2 年次生には「看

護師国家試験傾向と対策」、3 年次生には「低学年模試（専門基礎科目）」を実施する。又、

保健師課程の学生を対象に「保健師国家試験対策セミナー」など昨年同様に企画を進めてい

く予定である。 

 

（３）教学マネジメントによる教育の質保証 

学士課程における全学的アセスメントテストの導入およびディプロマ・ポリシーに基づ

くアセスメントプランの策定については、新型コロナウイルス感染症の影響から、学部ごと

にスケジュールを一部変更し、年度内に完了する見込みで作業を進めている。アセスメント

テストについては、8 月までに医学部、薬学部、理学部、看護学部において初回の受検を完

了しており、今後、受検結果の分析を基にアセスメントプランの策定および教育活動の改善

に活用する。 

 又、学部ごとには以下の取り組みを行った。 

 

【医学部】 

 機構検討委員会において、認証評価受審に向けた組織改革を進めているほか、収集された
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資料・データの整理、分析が行われている。新型コロナウイルス感染症の影響により、予定

通りのカリキュラムが履行できていないため、日本医学教育評価機構からの日程変更調査

に対し、受審年度の変更を希望している。 

 

【薬学部】 

改訂薬学教育モデル・コアカリキュラムに基づいた薬学教育プログラムは本年度完成年

度となる。新型コロナウイルス感染症の影響により、6 年次生は卒業研究の一部を文献調査

等に切り替えての実施となったが、7 月上旬（令和 2 年 7 月 3 日）にオンラインで卒業研究

発表を行い、8 月下旬に卒業研究論文を提出するなど当初スケジュール通りで進捗している。

4 期制の新しい実務実習教育については教務委員会で検討する計画であるが、新型コロナウ

イルス感染症の影響により検証が少し遅れている。 

令和 3 年度受審予定であった第三者評価（第二期）は、受審が 1 年延期となったが、適合

判定を獲得するための受審準備状況を検証する目的で、薬学部自己点検評価委員会から、令

和 2 年度自己点検評価検証会議のための自己点検評価報告書作成の依頼がなされた。 

 

【理学部】 

大学基準協会の認証評価に係る指摘事項への対応として、理学部全学科・全課程のカリキ

ュラム見直しと改善に向けた検討を始めた。令和 5 年度までに、履修登録単位数の CAP 制

の運用法の是正と資格取得科目に係る単位実質化を実現することを目標とする。又、教育開

発センターでは、教育活動推進基金を 3 件採択して支援した。 

 教務委員会では現在、ディプロマ・ポリシーの要件としている能力を修得できているかど

うかを正しく評価できるアセスメント・ポリシーの策定に向けて、各学科の担当教員により

ディプロマ・ポリシーの分解が行われ、本年度内に作業を終了する予定である。 

 

【看護学部】 

 現行カリキュラムの評価は将来計画検討委員会に報告され、新教育課程策定の所与とな

った。厚生労働省、文部科学省の方針に従い、令和 4 年の指定規則改正を踏まえた新教育課

程の策定を進めている。当初の予定では、年度初めに学部 FD や説明会を開催し、看護学部

内の意識醸成を図る予定であったが、新型コロナウイルス感染症の影響により開催を断念

した。秋学期に向けて、教員への周知、新教育課程策定を進めていく。 

 

【健康科学部】 

 4 年次生を対象とした 12 月の知識技術の到達度評価に向けて準備を進めている。1 年次

生のアセスメントテストおよび 4 年次生の TOEIC は、回収率も考慮し対面での受験を春学

期中に行う事を計画していたが、新型コロナウイルス感染症の影響により、秋学期に実施予

定とした。当初から秋学期に予定していた１年次生の TOEIC および 4 年次生のアセスメン
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トテストは、予定通り実施する計画である。カリキュラム改正については、カリキュラム検

討会を立ち上げ、現行カリキュラムを見直し、指定規則改定も視野に入れ新カリキュラム・

ポリシーを作成中である。 

 

（４）特色ある教育への取り組み 

 学部構成の特徴と教育理念に基づき実施している共通教育科目については、新型コロナ

ウイルス感染症の影響を受け、科目・プログラムごとに個別の対応を行った。生命倫理シン

ポジウムについては、本学初となる 600 名規模のオンラインシンポジウムとして開催し、

学部混合のグループディスカッションをオンラインで実施した。参加した学生・教職員から

も高い評価を得るとともに、時間・場所の制約に縛られない遠隔授業を活用した共通教育の

実践例となった。今後、結果を振り返るとともに共通教育のさらなる改善につなげる。実用

医療英語、チーム医療演習については、学生の安全確保の観点から実施を見送ることとした。

又、本年度から佐倉看護専門学校跡地に「東邦大学さくら教育研修センター」を全学部で利

用可能の大学施設として開設している。宿泊を伴うプログラムであるチーム医療演習につ

いては、開始以来初となる学内施設での実施に向けて、本年度中から検討を進めていく。 

 

【医学部】 

 平成 28 年度に学修成果基盤型（修得型）の新カリキュラムがスタートしてから 5 年目を

迎える。能動学習を推進するとともに、人文・社会学科目を必修科目とし人間性教育の強化

を図っている。又、科学的探究心と思考能力の育成を図るために卒業研究を必修化している

が、5 年次と 4 年次では、前年度から継続している研究を医学論文として仕上げる段階に入

っている。3 年次では、前年度実施した希望調査を踏まえ、学年ごとの研究テーマに沿って

担当教員の指導が行われている。2 年次に対しては、5 月にオンラインでオリエンテーショ

ンを行い、7 月には各講座・研究室から集まったテーマが公開され、学生の希望調査を行っ

た。又、前年度 4 年次で卒業論文を仕上げた学生は 42 名で、学部生における大学院科目等

履修生制度の履修者は 2 名であった。 

 特色ある授業として、全人的医療人教育の充実と多彩な選択科目を設定しているが、新型

コロナウイルス感染症の影響で多職種連携のチーム医療演習は中止となった。4 年次の生命

倫理演習はオンラインで実施し、2 年次では、9 月から 10 月にかけて医薬合同講義が行わ

れる予定である。4 年次に予定していた English OSCE については、新型コロナウイルス感

染症の影響で中止となり、代替で筆記試験を行った。 

 新型コロナウイルス感染症の影響を大きく受けたことにより、今後の医学教育のあり方

を再検討し、対面とオンラインを併用したハイブリット型授業の導入を進めている。今後、

LMS（Learning Management System）に連動した医学教育の ICT 化を進めていく。 

 

【薬学部】 
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 国際交流については、新型コロナウイルス感染症のパンデミック（世界的大流行）のため、

学長・学部長会議において、本年度予定していた瀋陽薬科大学との短期交流プログラム、ア

メリカ・カリフォルニア州のウェスタン健康科学大学からの短期研修生の受け入れ、アメリ

カ・テキサス州の Baylor Scott & White 記念病院・同小児病院およびポーランドのグダン

スク医科大学への海外実務実習といった全ての事業を中止するとの方針が示された。 

又、1 年次に開講予定の習志野キャンパス共通教育科目「人間と生命」は、新型コロナウ

イルス感染症の影響等の理由により、習志野共通教育推進委員会にて中止との判断となっ

たが、そのほかの 1 年次春学期開講科目で共通教育科目である「現代日本史」、「国際関係

論」は遠隔授業にて開講された。なお、グループ討議を予定していた 1 年次必修科目「薬学

入門」も、感染拡大防止の観点から遠隔授業とした。そのためグループ討議を実施しなかっ

たが、最終回のみ対面授業とし、1 学年を 8 つのグループに分けて各学生に 1 分間のプレゼ

ンテーションを行った。 

 医学部生と合同で参加型学習を行う「ヒューマニズムⅡ」では、高大接続の観点から高校

生の参加を募っている。これまで参加した高校生のうち直近では、平成 29 年度 4 名、平成

30 年度 6 名、平成 31 年度 5 名、令和 2 年度 11 名が本学部へ入学している。本年度は遠隔

授業での実施を 9 月～10 月に予定している。 

  将来のキャリアデザインおよび生涯にわたる自己研鑽のため 5 年次に開講される「社会

への招待」については、「社会への招待Ⅰ」を春学期に遠隔授業にて実施した。秋学期の「社

会への招待Ⅱa-Ⅱd」も遠隔授業にて実施予定としている。 

 

【理学部】 

新型コロナウイルス感染症の影響により、春学期の講義は、ほぼ全面的にオンライン化し

た。令和元年に導入した LMS の Moodle をポータルサイトとして利用できたため、他大学

に先駆けてオンライン講義を実施できた。来年以降も全学共通科目の実施などを含め、オン

ライン講義の体制拡充は必要と考え、より良い双方向型の教育システムの構築をめざして

検討を開始した。なお、習志野キャンパス共通科目「人間と生命」は、十分な感染予防措置

が困難と判断し、実施を中止した。 

教員養成課程では、平成 31（令和元）年度からの教育職員免許法改正にともない、新規

の科目が令和 2 年度から開講され、円滑に実施・運営されている。又、教育職員免許法改正

にともなう教職課程再課程認定に合わせて新規追加となった「総合的学習の時間の指導法」

を令和 3 年 3 月初旬に集中開講する予定であり、担当予定教員と準備を開始している。 

 その他、情報科学科ではデータサイエンス教育の充実をめざし、その分野の研究者を新任

の講師として迎え入れた。本年度は、プロジェクト IB、IIB という科目でデータ科学教育

をスタートさせ、次年度はデータ科学・データ科学演習という科目を新設し、本格的にデー

タサイエンス教育をスタートさせる予定である。  
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【看護学部】 

新カリキュラム策定に向け、改正指定規則や特色伸長を踏まえた教育効果の高い教育課

程改革を検討している。看護師課程（地域看護学）の充実、保健師課程の大学院化、他大学

との差別化、学生の学業負担軽減等を踏まえ、より教育効果が高いカリキュラム構築へと進

めていく。 

 看護学部の特色としている行事・海外研修等は新型コロナウイルス感染症の影響により

中止を余儀なくされたが、このような状況下においても他大学にない特徴的な授業・研修等

はオンラインにて実施している。秋学期においても特徴的な授業は配置されており、オンラ

イン形式であっても学生への教育効果が上がるよう内容・授業方法等を検討の上、実施して

いく。 

 

【健康科学部】 

4 年次科目を開講し、看護の統合に向けたプレ・プロフェッショナル科目を実施した。新

型コロナウイルス感染症の影響で「看護実践の探究」は学内での演習とはなったが、臨床現

場の協力を得て遠隔で現場とつなぐことができ、目標達成に大きく貢献できた。「看護研究」

においては、病院や施設の使用を控えた方法を選択せざるを得なかったが、遠隔での指導を

駆使し、順調に進んでいる。秋学期開講の「看護実践技術の探究」・「到達度試験」について

も準備を進めている。 

 新型コロナウイルス感染症の影響で臨地実習の延期や方法論の変更を余儀なくされてお

り、2 年次生、3 年次生の臨地実習、秋学期実施予定の臨地実習においては影響が大きい。

特に本学部の特徴的な教育である「生活者の暮らし」に目を向けるコミュニティの実習にお

いて、さらなる実習方法の検討が必要である。又、他学部との連携を意図した科目について

も中止や方法の見直しが必要となっている。なお、一斉にほとんどの科目が遠隔授業となっ

たが、看護技術など目標到達には対面が不可欠となる科目も一定数あり、遠隔形式も駆使し

たうえで一部を 8 月に対面で行うことで対処した。海外研修については前年度に引き続き

本年度も企画できない状況である。 

 

（５）大学院の充実 

【医学研究科】 

 大学院教育、研究指導を充実させるべく、大学院 FD を企画し、第 1 回は 9 月に令和元

年度ベスト・ティーチャー賞受賞者・舘田一博教授による模範講義を予定している。新型コ

ロナウイルス感染症の影響で学外者の招聘が難しいこともあり、模範講義以外の実施につ

いては、下期に改めて検討を行う。 

 連携大学院制度においては、平成 31 年 4 月に設置した「成育肝臓消化器学分野」に、令

和 2 年度から 1 名の大学院生が在籍し、実質的な教育研究を開始したところである。 

 又、入試に向けて、ポスター作成・配付による積極的な学生募集に努めている。 
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【薬学研究科】 

 奨励研究、学部内共同研究については、特に若手教員の研究助成を目的として学内募集を

行った。又、企画委員会での審議の結果、令和 2（2020）年度科学研究費助成事業の「基盤

研究（Ｃ）」における独立基盤形成支援（試行）候補者を推薦することとした。先進的共通

機器・設備の導入のための支援については、引き続き、企画委員会を中心として継続審議を

行う予定である。 

 薬学研究科教育委員会を中心に審議し、入学者の安定的確保を目的として、薬科学専攻

（修士課程）に新しい入試区分（特別選抜入試、6 月、9 月、2 月）を設置した。医療薬学

専攻（博士課程）の推薦入試（7 月実施）では、2 名の志願者があり、2 名の進学が内定し

た。 

 

【理学研究科】 

 大学基準協会の認証評価に係る指摘事項の対応として以下 3 点を実施した。 

(1) 大学院規程記載の「人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的」を履修案内に

転記して学生に周知した。 

(2) 個別の研究計画書に加えて、研究科共通の特別研究•演習のシラバスを新規に作成して

研究指導の方法を学生に明示した。 

(3) 入学から修了までのスケジュールを履修案内に記載して学生に周知した。 

 令和 2 年度博士前期課程推薦入試で 6 専攻計 61 名が合格した。研究倫理教育として、博

士前期および後期課程１年次生にコンプライアンス（研究倫理）教育プログラム eAPRIN

の受講を義務付けた。7月末までに88名全員のプログラム修了を確認した（受講率100％）。 

 又、新型コロナウイルス感染症の影響にともなう研究活動の制限により、RA（リサーチ

アシスタント）の募集を行わなかった。下期に募集予定である。 

 

【看護学研究科】 

 令和 2 年度から新カリキュラムが開始されている。大学院学生の教育・学事に関する利

便性向上のため、Active Academy システムを導入した。大学院学習要項・便覧の Web 化

により、社会人学生が学外閲覧可能な環境を構築した。令和 4 年指定規則改正により、学部

の教育課程改正が進められるため、保健師課程の大学院化を検討している。大学院の定員充

足、保健師教育の充実化をめざし、社会に求められる大学院教育、他大学・大学院との差別

化が図れるよう計画している。 

 

（６）教学環境の整備 

【大森キャンパス】 

① 医学部 

 通信環境が十分でなかった講義室、多目的室、体育館などに Wi-Fi 環境を拡充し、ICT を
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取り入れた医学教育が実践できる環境を整えた。又、春学期においては、新型コロナウイル

ス感染症の影響ですべての授業が遠隔授業となり、急遽遠隔授業配信用のスタジオを準備

した。1 号館ピロティの改修は、劣化にともなうラウンジ等の構造腐食を防ぐため、6 月に

着手し、9 月に工事が終了する予定である。RI 施設廃止に向けた準備は順調に進んでおり、

12 月に廃止申請する予定である。廃止後の跡地利用については、総合研究部において、研

究の活性化に向けた再整備を進めるため検討を始めた。動物実験センターの空調設備は、11

月に着工予定である。大型研究機器の更新については、文部科学省の補助金申請の結果を待

って購入手続きを進め、研究支援体制の強化をめざしている。 

 

② 看護学部 

 看護学部 OA ルームは、学生のレポート・記録作成で多く使用されている。事前学習促進

のため、講義資料の Web 配信を行う計画で、プリンターの増設、印刷カウント数の上限引

き上げ等、OA ルームの環境整備を行った。学生の入構制限・遠隔授業開始により、Web 環

境整備が急務となったため、Google Classroom・Google Meet・Zoom などの環境整備を行

った。さらに秋学期以降の校舎内 Wi-Fi 環境・ICT 環境向上のため、通信機器の更新を行

う計画である。又、学生配布資料の Web 化を促進するため、卒業研究論文集・海外研修報

告書等を Web 化する。その他、感染拡大防止対策として、校舎入口・各階・教室内に消毒

用アルコール、飛沫防止アクリル板、マイクカバーを設置した。 

 

【習志野キャンパス】 

 習志野キャンパス南側ゾーンの再整備計画については、キャンパスの顔である正門およ

びその周辺を中心に整備を開始し、公道に面した外構部、駐車場や駐輪場等の整備も含め、

2 年間の工期で完了をめざす予定としていたが、着工をしばらく凍結することとした。9 月

以降、まず土壌調査を実施する予定である。 

 なお、充実した遠隔授業の配信に向けて、習志野 3 学部の要望を取り入れつつ、効果的な

設備投資となるような計画の立案に着手した。 

 

① 薬学部 

 キャンパス内整備（景観の向上）、教育効果および学習意欲の向上を目的として、薬学部

E（旧 K 館）西側の資料館および E 館（旧 NK 館）北側のガス室（倉庫）の解体工事、B 館

4 階実習室・実習準備室新設工事、B 館および西側電気室外壁改修・屋上防水、B 館 RI 系

統排水管更新工事を行った。薬用植物見本園の再整備の計画については、習志野キャンパス

南側ゾーンの再整備計画の目途が立ち次第、具体案の検討を行う予定である。 

 

② 理学部 

 講義室の修学環境整備、ラーニングコモンズの設置を予定していたが、新型コロナウイル
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ス感染防止対策として、主に講義を対面型からオンライン授業へ切り替えたことから、授業

録画設備等オンライン授業に対応すべく、設備整備の検討を開始し、順次整備していきたい

と検討している。 

 

③ 健康科学部 

 学修環境の安全確保のために、学事部および学生部と協働で、感染症防止対策として、健

康科学部棟各階に手指消毒用物品を配置したほか、1 階コモンラウンジのテーブルと椅子の

配置の変更、1 階に換気促進用の扇風機の配置など、3 密（密閉、密集、密接）回避の取り

組みを行った。 

 グループワーク等を行う教室が不足している問題に対しては、平成 30 年度に計画した学

生ラウンジ 2 階の具体的な利用法について学生部および学事部学事課（学生生活担当）と

検討中であるほか、薬学部・理学部の協力を得て他学部の教室借用による時間割運営を検討

中である。 

 

（７）修学支援および学生生活支援の充実 

 令和 2 年度は、新たに開始された高等教育の修学支援新制度に加え、新型コロナウイル

ス感染症にかかる経済的影響を受けた学生への支援に関する各種制度、大学独自の支援策

等、例年にない対応が発生することとなった。学生への周知および問い合わせへの対応、申

請事務等については、学事統括部、各学事部学生生活担当が連携し、学生の課外活動等の制

限および周知徹底については、両キャンパス学生部が主体となり対応した。引き続き、学生

の不安や疑問に応えるとともに、修学支援および学生生活の支援を充実させるべく努める。 

 

【メディアネットセンターにおける修学支援】 

LMS ツールの一つである Google Classroom を 4 月から利用できるように 3 月に開放し

た。併せて、LMS のホームページを開設し、Google Classroom の使い方について支援を行

っている。医学メディアセンターはヘルプデスクを設置し、教員や学生からの問い合わせに

回答している。又、ネットワークセンターは学生からの Active Academy アカウントや

Gmail に関する質問に対応している。 

新型コロナウイルス感染拡大防止のために行われた遠隔授業の現状と課題を把握するた

め、習志野地区で LMS 環境整備連絡会教員へのヒアリングを実施した。ヒアリングで得ら

れた情報は全体会で横断的に情報共有し、LMS ツールが効果的に運用されるように調整を

図る。その他、遠隔授業に関わる補助金申請のサポートを行った。 

 

【健康推進センターにおける学生生活支援】 

令和 2 年 4～8 月の健康推進センター利用件数は、大森地区：健康管理室 609 件、学生

相談室 133 件、習志野地区：健康管理室 799 件、学生相談室 507 件であった。新型コロ
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ナウイルス感染症の感染拡大防止のために学生の入構が制限されていることもあり、学生

の健康管理やカウンセリングは電話やオンライン会議ツールを用いて実施している。 

本年度は新型コロナウイルス感染症の感染拡大を受け、新型コロナウイルス感染症に関

する最新の知見や厚生労働省、文部科学省、その他の学術団体などから出されているガイド

ラインや手引き、情報をこまめに確認し、これらの情報を踏まえた適切な対応を常に実施で

きるようにしている。 

 特別なサポートを必要とする学生への支援体制の整備については、新型コロナウイルス

感染症への対応という新規業務の発生にともない、本センター、学内関係部署ともに業務過

多となっているため、現時点では取りかかれておらず、下期に実施予定である。 

 

（８）就職・キャリア支援の強化 

【習志野キャリアセンター（薬・理・健）】 

習志野学事部キャリアセンターでは、学生・父母・教員・企業から信頼されるキャリアセ

ンターをめざし、学生の進路選択および就職活動支援を行っている。 

本年度は新型コロナウイルス感染症の影響もあり、学部により就職活動の動きに違いが

生じている。8 月末内定率は薬学部 6 年次生 93%（昨年を上回る状況）、理学部 4 年次生

58%（昨年を下回る状況）、健康科学部 4 年次生 91%（※本年度初めて卒業生を輩出）であ

る。3 学部とも年度末に向け、今後も就職率 100%をめざし適切な支援を行う。例年学内で

は、各学部の年次ごとに様々な就職支援プログラムを実施、段階を踏んだ支援体制を整えて

いるが、本年度は授業同様、遠隔プログラムに切り替え各種学生支援を行っている。 

特に健康科学部は本年度、初めての卒業生を輩出するが、新型コロナウイルス感染症の影

響のため、予定していた就職活動直前講座が中止となった。履歴書の書き方や面接などに関

しては、4年次アドバイザー教員および習志野学事部キャリアセンターが個々の学生に Web

を通して支援を行った。又、e ラーニングによる就職活動直前講座を法人本部看護企画室と

連携の上オンデマンド形式で開催したが、e ラーニングは学生の主体性によるところもある

ため、就職活動に対する準備状況に差が見られる。8 月末日現在で内定率は 91％で、今後

も習志野学事部キャリアセンターや看護企画室と連携し、就職活動支援を行っていく。 

 TOHO アライアンス企業は順調に数を伸ばし（令和 2 年 8 月末現在 811 社）、各種イベ

ントや選考にご協力をいただいている。特に本年度は理学部内定率が不調なこともあり、8

月「東邦大学 WEB 型会社説明会」を企業に呼びかけ、会社説明会の状況調査を行い、学生

に対し採用活動継続中企業の情報を発信している。 

 

【看護学部】 

 看護学部の令和 2 年 3 月卒業生 108 名のうち、就職は 97 名、進学は 9 名であった。看

護系分野は高い就職率が維持されており、大学院や他大学看護分野への進学も維持されて

いる。就職活動の不安、方法、手順、対策などは、アドバイザーが個別指導しており、学生
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は安心して就職活動に臨んでいる。特に本年度は学生入構制限のため、校舎内での対面指導

ができないため、オンラインでの遠隔指導を実施した。当初は不安を口にしていた学生は、

オンライン指導後には落ち着きを取り戻し、無事に就職活動を行えている。 

 

（９）研究の活性化と外部資金の獲得および不正防止の徹底 

令和 2 年度の外部資金採択結果は、文部科学省科学研究費助成事業では新規採択 70 件

（前年度 64 件）、獲得金額（直接経費）は新規と継続を合わせ約 2 億 6,535 万円（前年度

約 2 億 4,040 万円）であり、前年度と比べ増加傾向にある。新規採択率は 27.8％（前年度

24.4％）と微増している。令和 2 年度厚生労働科学研究費補助金では、代表が 2 件（新規課

題 1 件、継続課題 1 件）、分担が 37 件、労災疾病臨床研究事業費補助金代表 1 件（継続課

題）となっている。日本医療研究開発機構（AMED）では、委託費事業として代表 2 件（新

規課題 1 件、継続課題 1 件）、分担 29 件の計 31 件、補助事業として代表 1 件（継続課題）、

分担 1 件（新規課題）、CiCLE 事業として分担 1 件（継続課題）の契約を行う見込みであ

る。その他、学術振興会補助金の「ひらめき☆ときめきサイエンス」で 2 件（医学部、薬学

部）採択され、新型コロナウイルス感染拡大防止の対策を講じつつ、11 月以降に実施予定

となっている。又、教育・研究支援センターや医学部研究推進室と連携し、科研費調書の書

き方等の説明会の全学的開催や相談体制を整え、公的研究費補助金等の採択率向上につな

げていく。その他、競争的資金に関する研究支援の一環としての教育・研究業績データベー

スと researchmap の連携については、年内完了をめざし作業を開始した。 

 研究支援においては、教育・研究支援センターが運営主体となり、東邦大学のブランディ

ングとなるような大型研究を支援する新規学内補助金「東邦大学重点領域研究補助金

（TUGRIP）」の運用を開始した。令和 2 年度採択事業の研究発表会（7 月 14 日：参加者

54 名）と当該領域の研究者招聘セミナー（8 月 20 日：参加者 11 名）のオンライン開催を

支援するとともに、令和 3 年度公募に向けて周知を開始した。さらに、URA（University 

Research Administrator）が 6 月に着任したことから、本学の研究動向の分析と研究推進

の企画に着手した。新型コロナウイルス感染症拡大を受け、セミナー開催の代わりに昨年度

開催した「臨床研究ステップアップセミナー」の動画を学内限定で 2 コンテンツ配信した。 

 管理面については、「管理・監督のガイドライン」および「研究活動のガイドライン」に

基づき、研究者等の負担軽減、研究支援業務に関する事務の効率化および実態に即した使用

ルールの改善を行った。引き続き要望等を洗い出し、次年度に向けて改善の必要性について

検討する。なお、早急に変更が必要な事項については柔軟に対応していく。又、研究費不正

使用防止のために導入した発生源入力（事務による第 3 者発注）については、習志野地区に

続き、大森地区（医学部基礎、看護学部）の科研費全採択研究者についても発生源入力の対

象とした。新規対象者へのフォローとして「システム入力手順の動画」や「手順書」等を大

学のホームページへ掲載し、円滑に導入できるよう努めている。なお、本年度の公的研究費

使用ルール説明会については新型コロナウイルス感染症の影響により、動画や Web での開
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催を検討している。平成 26 年度から全研究者（教員）への受講を義務付けている研究倫理

教育（eAPRIN）については、学長、各学部研究倫理教育責任者と連携を図り、義務化の周

知徹底や受講率向上に努める。 

 研究者の研究環境を整備するための活動としての安全保障輸出管理については、利用者

の利便性を高めるために、Web 登録システムの入力フォームの改修を行った。又、新入職

者に向けた安全保障輸出管理についての説明会を新型コロナウイルス感染症の影響により

中止した事から、説明会の代用として「リーフレット」を作成し配布を予定している。 

 ABS（生物の多様性に関する条約の遺伝資源の取得の機会およびその利用から生ずる利

益の公正かつ衡平な配分に関する名古屋議定書）については、ABS 設立準備委員会におい

て、年内に本学が取り組むべき方向性を示すことをめざしている。 

 化学物質管理については、全学的な管理体制とするために、薬品管理システムを全学部に

導入拡大することをめざし、関係各部署との調整を進めている。又、周知活動と利用者の利

便性向上のために、ホームページの作成についても進める。 

 

（１０）東邦大学国際交流センターの活動  

 各学部国際交流センター・留学生担当部署と協働し、国際交流事業を推進している。海外

の大学・医療機関との学術交流については、8 月末現在、大学間協定 17 機関、学部間協定

21 機関（医学部 10 機関、薬学部 7 機関、理学部 2 機関、看護学部 2 機関）となっている。

新型コロナウイルスの世界的感染拡大の影響により、本学においても 5 月の時点で海外渡

航をともなう学生の派遣および受入れを令和 3 年 3 月まで全て中止することが決定した。

又、8 月現在、教職員に対しても国際学会参加を含む海外出張は原則中止となっている。そ

のため、学生・教職員ともに受入れ・派遣に関連した数値目標の多くが未達となる見込みで

あるが、今後 ICT を積極的に活用し新しい国際交流の在り方を検討していく。6 月にオン

ライン学生交流プログラムを実施し、学生 18 名、教職員 9 名が参加した。9 月以降も協定

締結大学の協力のもと、複数の Web セミナーの実施が決定している。 

 本年度の事業計画の一つに情報発信の充実を掲げている。アクセス解析情報をもとに、よ

り閲覧者にとって魅力的なサイトとなるよう見直し作業に着手した。 

 

（１１）社会連携の取り組み 

 新型コロナウイルス感染症の影響を受け、各学部において例年開催されているイベント

等の多くが中止となったが、代替手段として、Web を活用した取り組みを検討中の学部も

ある。具体的な各学部の状況は以下の通りである。 

 

【医学部】 

 小学生夏の医学校はオリンピック開催予定であったため、従前から中止としていたが、12

月 25 日に中学生対象の「中学生 未来の医学“夢”スクール」を実施する。定員 16 名で、9
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月中旬まで募集している。 

 

【薬学部】 

新型コロナウイルス感染症の影響により、本年度予定されていた各種公開講座を中止と

し、下期の理科実験教室については取り組みを見直しすることとした。薬草園の一般公開に

ついては中止にしたがオンライン上での代替案を検討する。 

 

【理学部】 

 新型コロナウイルス感染症の影響により、上期の対面型のイベントは中止としたため、理

科教室、高校教員のための理科実験講座、高大連携講座、高校への訪問授業、学校見学の受

け入れは行わなかった。高校への訪問授業については、9 月以降に予定が入り始めており、

感染症の状況をみながら下期に向けて取り組む予定である。 

 

【看護学部】 

 教育研究成果の地域社会への還元として、年 3 回以上の公開講座、小中高への訪問授業

など、多数の実施を計画していたが、新型コロナウイルス感染症の影響により、春学期はす

べて中止とした。秋学期に向けて、実施可能な範囲で計画していく。又、社会への研究成果

の還元として、「感染対策」を主に行った。看護学部には感染制御学研究室があり、マスメ

ディア等の露出を十二分に行った。今後も研究を継続し、社会に還元できるよう取り組む。 

 

【健康科学部】 

 新型コロナウイルス感染症の影響により、一時学外者の入構制限を行ったため、公開講座

やオープンキャンパスなどが中止となった。そのため、Web での開催について準備を進め

ている。 

 

（１２）教育研究活動を行う適切な教員組織および教育研究組織の配置 

① 教員組織 

 令和 2 年度の全学的なファカルティ・ディベロップメント（FD）活動については、新型

コロナウイルス感染症の影響から、実施内容を再考の上、下期の実施を検討する。 

 教員組織に関しては、学内研究の活性化に寄与する制度として、クロスアポイントメント

制度の導入をめざしている。年度内の規程化を視野に検討を進めている。 

 その他、学部・研究科ごとの取り組みとして以下の通り予定している。 

 

【医学部・医学研究科】 

 教員昇任人事の際に、講師以上は研究業績の点数が基準に達していること等の他に、医学

教育ワークショップ、倫理講習、医学部主催の FD（医学教育講演会）の受講実績を必須要
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件としている。又、助教・院内講師の任用については、医学部主催の FD 参加を必須要件と

し、教員の質の担保に努めている。 

 

【薬学部・薬学研究科】 

 令和 2 年 5 月 1 日現在の薬学部学生数は 1,516 名（定員数 1,320 名、充足率 114.8%）。

教員数は 70 名。ST 比は（1,516/70）＝21.65。4 年次生（262 名）、5 年次生（265 名）が

他学年と比較して人数が多いが、入試委員会では、最近の 3 年間は、入学者数が入学定員数

と著しく乖離しないように入学者選抜試験を実施している。 

 薬学部教授会では、年度初頭の教授会、あるいはその数か月前から年度ごとの定年退職数

を把握して、計画的な人員補充を行っている。 

 薬学部 FD については、遠隔授業に関する FD 講演会および春学期授業が終了した時点で

FD 委員会が行った「春学期オンライン授業実施後アンケート」に基づいた春学期授業意見

交換会を 8 月 25 日に実施した。又、教員の便宜のために、配信資料の作成法、遠隔授業に

関する他大学情報や FD 講演会の内容を Moodle 上に設けた教員サイトに春学期開始時点

より随時掲載した。薬学研究科 FD については、実施も含めて秋学期に検討を行う予定であ

る。 

 

【理学部・理学研究科】 

 令和 10 年の完成を目途に、適切な教員組織の検討を開始した。 

 又、遠隔講義の内容充実のために、教育 FD としてオンライン授業の「授業見学」を 5 月

中旬に開催した。春学期講義の振り返りを目的とする夏の FD を 9 月 11 日に開催予定であ

る。 

 

【看護学部・看護学研究科】 

 教育の質保証のため、教員数の安定的確保に努めている。看護系教員の異動が頻繁に発生

する中、退職教員補充は切れ目なく実施できている。又、学内教員の昇任人事も活用し、優

秀な人材の確保も行っている。FD 活動は、4 月に新教育課程策定に向けた教職員の意識統

合を計画していたが、実施できなかった。秋学期以降の実施に向けて、内容を再検討する。 

 

【健康科学部】 

 令和 2 年度人員計画の通り教員は着任している。さらに、令和 3 年度の計画的な教員数

補充計画を進めており、すでに公募を開始している。 

 遠隔授業の導入・推進を踏まえ、教員の授業づくりに資する教育ワークショップを 8 月

に開催した。又、9 月以降にオンデマンド型の研究 FD を開催すべく、準備を進めている。

具体的には、文献検索および文献管理ソフトに関する最新知識の獲得を目的として、メディ

アセンター担当者によるオンデマンド講義を計画している。オンデマンドのため、「密」に
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よる感染拡大の防止のみならず、参加率の向上も期待できる。 

 

② 教育研究組織 

 平成 31（令和元）年度に新たに設置したアドミッションセンター、地域連携教育支援セ

ンターは、それぞれ以下の活動を行った。 

 

【アドミッションセンター】 

 新型コロナウイルスの感染拡大にともない、情報収集元の高校および受験産業が例年の

ように稼働していない。又、文部科学省より新型コロナウイルス感染症対策にともなう試験

期日および試験実施上の配慮等の指示があり、大学としての対応を急遽検討することとな

った。これらの状況から、本年度の事業の見直しを行い、まず高校の現状把握を目的とした

コロナ禍の教育現場や志願動向等に関するアンケートを実施した。収集したデータは今後

分析し、できるだけ早く各学部に情報提供する予定である。 

 又、上期に予定していた高校教員を対象とする対面形式の企画については、オンライン形

式に形態を変更し、下期に実施できないか検討を進めている。なお、模擬試験データを利用

した情報分析については、上期上旬は模試自体の運営や形態が例年と大きく異なり、また受

験者数自体が減少するなど的確な分析が難しいものであった。今後、実施される例年に近い

実施形態でのデータを中心に分析に努めたい。 

 

【地域連携教育支援センター】 

 センターで運営している実習施設「いえラボ」で、週に 3 日「暮らしの保健室」を開室し

ている。そのうちの半日、近隣のシニアステーションという大田区から委託運営されている

高齢者の健康維持や介護予防を行う通いの場に出張している。いえラボでの相談は月に 5件

程度であるが、シニアステーションでの相談件数は 6 月以降 1 日に 3～5 件となり、暮らし

の保健室が地域に受け入れられつつあると考えている。その他シニアステーションにおい

て、地域住民を対象にした暮らしや身体の講座を年間で計画していたが、新型コロナウイル

ス感染症の影響で中止となっている。又、暮らしの保健室開室を通して、実習の依頼をした

り、逆に福祉職の研修会講義の相談を受けたりするなど、地域の福祉職との関係性が深まっ

ている。 

 

（１３）内部質保証システムの検証と自己点検・評価の実施 

 平成 31（令和元）年度に受審した（公財）大学基準協会による大学評価において、本学

は適合の認定を受けた。認定期間は令和 2 年 4 月 1 日～令和 9 年 3 月 31 日までとなる。 

評価結果において指摘された是正勧告 3 件および改善課題 6 件については、2023（令和 5）

年 7 月末までに（公財）大学基準協会への提出を要する。 

 是正勧告および改善課題として挙げられた、カリキュラム・ポリシーの制定、CAP 制の
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運用、成績評価方法、再履修制度の運用、研究指導計画の明示、博士課程前期における特定

の課題の審査基準、学習成果の測定と把握、入学定員管理については、すでに改善に向け取

り組みを行っている。 

 改善課題として挙げられた内部質保証システムの明確化については、関係する規程等を

見直すべく、本年度中に提案を行う予定となっている。 

 是正勧告、改善課題およびその他の認証評価受審の過程で明らかになった課題について

は、本年度中に大学協議会を中心にその改善策を検討の上、ロードマップを作成し、組織的

な改善に努める。 

 

 

２．中等教育 

（１）入学志願者および優秀な生徒の確保 

【付属東邦中・高等学校】 

中高入試の検証を行い、令和 3 年度入試では高校帰国生入試を廃止し、中学 3 年生向け

で、1 月に帰国生編入試験を新設することに決定した。中学入試の募集定員については、受

験者数が増加している推薦入試で 10 名増の 40 名に拡大、前期入学試験を 10 名減の 240

名に変更して実施する。国内外の帰国生への広報活動を積極的に行っているが、新型コロナ

ウイルス感染症による影響は世界各国に広がっており、海外広報活動はオンライン説明会

のみを実施した。 

ホームページでは、コロナ禍にあって見学会などに参加できないことの代替に、本校の歴

史や学内の様子および入試情報等を受験生へ伝える説明会動画を公開しアクセス数の増

加につなげていけるよう努めている。 

 

【駒場東邦中・高等学校】 

 コロナ禍において、教育関係メディアや進学塾などが主催する学校説明会が、軒並み中止

となっている。不安を抱いている受験生や保護者に対するメッセージ内容を工夫し、ホーム

ページに動画を掲載したり、インターネットを用いた説明会を開催したりすることで、本校

への関心をさらに引き出し、有能な生徒の確保につなげていく。又、家計状況急変を想定し

た「学費減免制度」を創設し、従来からの奨学金と合わせて生徒の学ぶ意欲を経済的な理由

により削ぐことのないよう修学を支援する。 

 

（２）特色ある教育への取り組み 

【付属東邦中・高等学校】 

 「建学理念」「教育方針」を具現化する教育に向けて、中高完全一貫カリキュラムに基づ

く質の高い授業等を実施している他、「明るい学園」作りをめざしている。そして、幅広い

知識、豊かな感性、バランスのとれた心と体を培い、将来は社会貢献を果たす人材の育成を
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図っている。新型コロナウイルス感染症の影響による休校期間中に課題や授業動画を配信

するオンデマンド型オンライン授業（一部同時双方向）を実施した。一時は例年より学習進

度に遅れが見られたが、夏期休暇の短縮などで回復を図り、おおむね順調である。部活動に

関しては、休校および分散登校中は禁止し、一斉登校となった 6 月末より再開した。なお、

県大会以上の上位大会は実施されていない。 

国際理解教育では、異文化に触れる貴重な体験として海外研修やハーバード大学生との

交流プログラムを毎年実施してきたが、本年度は感染症の世界的な流行により中止とした。

国内にいながらにして実施可能な国際交流活動・英語研修を検討している。 

 

【駒場東邦中・高等学校】 

 創立以来一貫して自主独立の気概と科学的精神を身に付けた生徒を育成している。新型

コロナウイルス感染拡大にともなう緊急事態宣言を受けた自宅学習措置の中で、体育祭な

どの学校行事を中止せざるを得なかった影響は甚大であるが、オンラインによる授業や課

題のやり取りの実践を通して、生徒が主体的に思考を深める探求的な学習を実施できた。又、

生徒会活動や部活動においても、安全に最大限の注意を払いながら、ネットワークを活用し

て活動の幅を広げつつある。下期においては、上期に少なかった生徒自身の実践の場をどの

ように確保し、達成感をともなった確かな学びの実感をどのように実現するかが課題とな

る。 

コロナ禍での国際交流については、米国スティーヴンソン校とオンラインを用いての交

流の試みが進行中であり、今後さらに活動を広げるべく検討している。 

 

（３）教学環境の整備 

【付属東邦中・高等学校】 

 校内照明の LED 化を進めるべく、特別棟 1 階・2 階への設置が完了した。さらに、第 1

体育館・第 2 体育館・美術棟のトイレ工事も 8 月末で終了した。又、緊急時の生徒の安否確

認や校内行事のお知らせなどを保護者に連絡するメールシステム「e-pa（イーパ）」を継続

運用しており、休校期間中の連絡の徹底に大いに役立った。 

 

【駒場東邦中・高等学校】 

熱中症対策として体育館の冷房化工事と窓の換気システムの修理が完了し、そして、グラ

ウンドの人工芝化工事も予定通り進んでおり 9 月中の完成をめざしている。生徒の安全な

学習活動に直接寄与するものであり、今後も学習環境の整備に計画的に取り組んでいく。 
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３. 医療 

（１）３病院の収支状況（4月～8月実績） 

３病院収支は 4 月～5 月を中心に新型コロナ感染症流行の影響を受け、月次ベースで徐々

に回復傾向にあるものの収支差額（粗利益）は事実上前年実績割れの状況が続いており、4

月～8 月累計では前年度実績を大幅に下回っている。 

３病院合計の医療収入は 24,126 百万円で、前年同期間比▲3,747 百万円、▲13.4％の大

幅減収となった。内訳は、入院収入が 15,599 百万円で前同比▲2,554 百万円、▲14.1%の減

収。外来収入が 8,425 百万円で同▲1,161 百万円、▲12.1%の減収となっている。医療収入

以外を含めた収入合計は 24,560 百万円で同▲3,707 百万円、▲13.1%の減収となった。 

一方、支出合計は 25,775 百万円。患者数の減少にともない医療経費が低減していること

を主因に前同比▲1,055 百万円、▲3.9%減となった。さらに、医療収入の落ち込みに比べ医

療経費の縮減が進んでいないことに加え、教研・管理経費は委託費やリース料等固定費的要

素が強い項目も多く前年導入した医療機器の保守料支払が始まるといった要因もあり、逆

に前年度比増嵩している。 

この結果、収支差額（粗利益）は▲1,214 百万円の大幅赤字となり、前年同期を▲2,651

百万円下回る状態で推移している。 

 

（２）大森病院（4月～8月実績） 

診療実績は、入院が診療単価 80,205 円・１日平均患者数 636.3 人・平均在院日数 12.6

日・病床稼働率 71.7％、外来は診療単価 19,740 円・１日平均患者数 1,727.2 人で推移した。

新型コロナウイルス感染症の影響により、入院・外来ともに診療単価は前年度比プラスとな

ったが、診療制限等による患者数・手術件数等の激減により、診療収入は、入院で前年度比

▲13 億 6,558 万円、外来で前年度比▲4 億 9,340 万円の著しい減収となった。入院、外来

および手術の制限等は、感染症の状況を踏まえて段階的な解除を行い、6 月に入り徐々に患

者数や病床稼働率、手術件数など回復傾向が見られるものの、例年の水準には戻っていない。 

入院においては、新型コロナウイルス感染症患者を受け入れるため、減収が危惧されるな

か、不急の手術・内視鏡等を延期するなど入院患者や予定手術を大幅に減らし感染予防に対

応した。その結果、病床稼働率は前年度比で 14.0％減、手術件数 1,118 件減となり、最も落

ち込んだ 5 月は病床稼働率 55.5％（28.4%減）、手術件数 358 件（462 件減）となった。 

外来においては、初診、再診ともに患者数が大幅に減少し、特に地域医療機関で、感染を

恐れた患者の受診控えが増え、紹介患者が前年度比▲3,810 件と激減した。一方、軽症患者

の受診抑制により患者数が減少したことに加え、外来化学療法の継続治療（前年度並み）に

より、診療単価は引き上げられている。又、5 月より一時休止していた検診を 7 月から再開

するとともに、高額医療機器の稼働促進を図るため、CT の予約枠・MRI の緊急枠の見直し

を行い、利用枠を拡大した。 

地域連携については、新型コロナウイルス感染症による診療制限を解除した翌日(5/12)よ
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り、新規紹介患者獲得のため病院長、副院長、事務部長が近隣医療機関を訪問している。今

後も継続して、地域医療機関との顔の見える連携を行っていく。 

その他、医療体制の充実を図り、8 月より夜間 100 対 1 急性期看護補助体制加算および

夜間看護体制加算を取得し、さらに新たな加算（画像診断管理加算 3、医師事務作業補助体

制加算の上位加算（30 対 1 から 25 対 1））取得の準備を進めているほか、令和 3 年度に向

け、病床数の適正化について検討を開始している。又、臨床検査室の認定（ISO15189）継

続および令和 3 年 1 月の病院機能評価の受審に向けての準備にも取り組んでいる。 

 

（３）大橋病院（4月～8月実績） 

診療実績は、入院が診療単価 86,446 円・１日平均患者数 258.6 人・平均在院日数 9.6 日・

病床稼働率 81.1％、外来は診療単価 16,274 円・１日平均患者数 832.8 人で推移した。新型

コロナウイルス感染症の影響により、入院・外来ともに診療単価は前年度比プラスとなった

が、診療制限等による患者数・手術件数等の激減により、診療収入は、入院で前年度比▲6

億 4,631 万円、外来で前年度比▲2 億 7,225 万円の著しい減収となった。大橋病院は、他の

2 病院と比べ診療制限は殆ど実施しなかったにも関わらず、4 月と 5 月で入院・外来患者数

ともに著しく減少した。6 月より徐々に回復の兆しが見られている。 

入院においては、新型コロナウイルス感染症により特定ケアユニットの稼働に影響を及

ぼし、特に人工呼吸器が常設されている HCU（ハイケアユニット）8 床については、受け

入れ専用病床として 4 床を確保しているため、低稼働で推移している。結果、病床稼働率は

前年度比で 14.4％減、手術件数 529 件減となった。引き続き、救急に注力し、救急車の謝

絶率を下げ、救急搬送患者に対して柔軟に対応することにより入院患者数(直入)を増やして

いく。 

外来においては、通常時平均 1,050 人ほど来院する患者が、感染の不安から受診控えや薬

の長期処方およびファクス処方を希望する患者が急増し、4 月と 5 月は 700 人台まで減少

した。特に初診患者の減少については、近隣の医療機関でも受診控えにより患者数が減少し

たことにともない、当院への紹介患者が大幅に減少した。6 月からは、初診・再診患者数と

も、少しずつ回復傾向にある。 

地域連携においては、地域医療の質を向上させるべく登録医との連携を強化し、紹介・逆

紹介の円滑化をめざしており、8 月現在 836 医療機関が登録医制度へ加入し、順調に進んで

いる。 

その他、令和 2 年 2 月に受審した病院機能評価が、令和 2 年 7 月 3 日付で正式に認定さ

れた。経費節減においては、継続的に取り組んでいる「医師・看護師・コメディカルの適正

数の見直し」について、法人本部と検討を進めている。又、検体検査業務委託、診療材料の

見直しや価格交渉を行うとともに、後発医薬品への切り替えを促進し、医療経費の削減に努

めている。 
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（４）佐倉病院（4月～8月実績） 

診療実績は、入院が診療単価 72,960 円・１日平均患者数 309.6 人・平均在院日数 11.0

日・病床稼働率 74.6％、外来は診療単価 23,841 円・１日平均患者数 971.4 人で推移した。

新型コロナウイルス感染症の影響により、入院・外来ともに診療単価は前年度比プラスとな

ったが、診療制限等による患者数・手術件数等の大幅な減少により、診療収入は、入院で前

年度比▲5 億 4,268 万円、外来で前年度比▲3 億 9,570 万円の著しい減収となった。6 月に

入り患者数や手術件数は徐々に回復してきている。 

入院においては、4 月初旬より新型コロナウイルス感染症患者を受け入れる専用の病床確

保のため、一時的に、一般の稼働病床(7 対 1 看護病床)を縮小し、ICU、NICU、SCU 等の

特定ケアユニットを含む稼働病床数は、平常時(415 床)の約 80％(329 床)となった。このた

め、入院制限を順次行い、不急な手術を延期するなど入院患者や予定手術を大幅に減らした

結果、病床稼働率は前年度比で 16.0%減、手術件数 778 件減となった。引き続き、救急に

注力し、救急車の謝絶率 30％以下をめざし、緊急手術も可能な限り応需するよう努めてい

く。 

外来においては、院内感染を不安視する受診控えから初診、再診ともに患者数が激減した。

化学療法中の患者は継続し、不急の軽症患者の受診が減ったことで診療単価は上昇してい

る。 

 地域連携においては、診療科責任者の医療機関への継続訪問および医療連携セミナー等

を通し、連携のさらなる強化を図った。又、7 月に開催した医療連携セミナー(院内会場とオ

ンライン配信での同時開催)には、本学医学部の舘田一博教授に「医療現場で求められる感

染管理について」講演していただき、新規連携先の開拓にもつながった。 

その他、9 月に前立腺がん等で主流となってきているロボット手術支援システム「ダ・ヴ

ィンチ」を導入し、低侵襲な手術の提供、入院期間の短縮、診療単価の向上、外科系医師お

よび紹介患者獲得への効果が期待される。又、後発医薬品の導入についても入院金額ベース

80％を目指し、順調に導入率を増やしているほか、新たな加算(夜間 100 対 1 急性期看護補

助体制加算・夜間看護体制加算)の取得に向け体制整備を行っている。下期には、病院機能

評価および臨床検査室の認定（ISO15189）の受審を予定しており、準備に取り組んでいる。

加えて、教育・研究機関としても院内実習環境や研究環境、宿舎等の整備並びに、各種研修

プログラムの充実を推し進める計画である。 

 

（５）羽田空港クリニック・羽田空港第３ターミナルクリニック（4月～8月実績） 

国際空港という公共性の高い施設の医療機関として、両クリニックと大森病院が連携し、

国内外の旅行者と空港職員に安全で質の高い医療を提供している。前年度末から続く新型

コロナウイルス感染症の世界的流行を受けて、移動、渡航が制限され航空需要の収縮に直面

しているため、国内線・国際線の多くで運休となり、空港内のテナントの休業も相次いだ。

両クリニックでは、旅行者だけでなく、空港勤務者の減少も影響し、受診者が激減した。感
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染拡大防止への取り組みとして、スタッフ各自の健康管理および飛沫や接触感染予防策の

徹底を図るとともに、受診者の動線分離等について大森病院感染管理部による巡視を実施

した。なお、第 3 ターミナルクリニックでは、PCR 検査の運用開始を予定しており詳細に

ついて調整している。 

なお、国際線クリニックは、ターミナルビル名の変更にともない令和 2 年 4 月 1 日より

「東邦大学羽田空港第 3 ターミナルクリニック」に名称を変更した。 

 

（６）病院経営収支分析の強化 

 新型コロナウイルス感染症が病院経営に及ぼす影響は甚大であり、３病院ともに大幅な

減収となった。7 月には各病院にて第 1 回経営会議を開催し収支改善に向けて検討を行った

ほか、下期には３病院合同の病院運営戦略会議を開催し、共通課題である地域連携強化、救

急医療体制の見直しに加え、後発医薬品使用率の向上施策を含めた医療経費の節減などに

ついて分析と対策を講じていく。さらに、医療材料の価格管理や償還材料の価格交渉につい

ては、ベンチマークとの比較をしながら購買データの整備・修正を行い、３病院の医療コス

ト抑制を継続して行っていく。 

又、国や地方公共団体、各種団体からの新型コロナウイルス感染症関連事業による補助金、

交付金等の支援を有効に活用していくため、３病院と法人本部で情報共有し積極的に申請

を進めている。 

 

（７）３病院医師の確保（レジデント（専攻医）、研修医） 

 新型コロナウイルス感染症の影響で開始が遅延したが、令和 2 年 6 月より医学部 5 年次

生に対しての診療参加型臨床実習が開始となった。卒後臨床研修／生涯教育センターでは、

実習を行う教育関連病院などとの連絡や調整などに全面的に協力している。全国規模での

初期および後期研修の合同説明会（レジナビフェア）には例年出展し、前年度は３病院合同

ブースにそれぞれ 140 名と 51 名が参加したが、本年度は新型コロナウイルス感染症の影響

のために中止となった。又、次年度の初期臨床研修医リクルートのための本学内での３病院

合同初期研修説明会の代替として動画を作成し、発信した。次年度の初期研修医選考試験は

本学 6 年次生に対しては対面面接で施行し、他大学生および既卒生に対してはオンライン

面接で行うこととした。次年度の後期研修説明会は３病院の各診療科（各領域）単位で行っ

ているが、その情報はリニューアルした医学部卒後臨床研修／生涯教育センターのホーム

ページとリンクした３病院ホームページにて公開している。さらに法人本部と協力して３

病院各診療科の学生および初期研修医向けのホームページの充実を図り、卒後臨床研修／

生涯教育センターホームページにて、初期および後期研修医に関するより細かな情報が発

信できるよう随時検討している。又、医学生および研修医の３病院見学希望を卒後臨床研修

／生涯教育センターにて一括して受け付け、３病院さらには各診療科との橋渡しを果たし

ている。 
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（８）３病院看護師等確保の活動および看護の質の向上に向けた取り組み 

 看護師募集活動については、令和元年 12 月から令和 3 年度採用のための活動をスタート

し、2 月までに 64 件の学校訪問、企業主催の合同説明会に 7 地域 146 件に出展できたが、

3 月以降は新型コロナウイルス感染症が大きく影響し、6 月下旬まで説明会やインターンシ

ップが中止となった。３病院での職場の雰囲気をより身近に感じてもらうための説明資料

を用意したり、動画の制作を計画したりした。8 月末現在、本校生は、看護学部 68 名（昨

年度 68 名）、健康科学部 47 名の内定を出している。今後も各病院の適正人員に注視しなが

ら、優秀な人材確保をめざす。 

 特定行為研修では、4 月からカリキュラム通り共通科目のｅラーニング・演習・実習が進

んでおり、受講生 3 名は科目履修を終了した。9 月後半からは区分別科目に進み、11 月に

は臨床実習に入る予定である。なお、看護師の特定行為に係る指定研修機関運営事業につい

ては、厚生労働省へ遅滞なく補助金の申請を行っていく。 

 教育研修については、看護研究支援研修を全 4 回全てリモートで開催し、大森 1 名、佐

倉 4 名の参加があった。その他キャリアレベルに応じた数々の研修を企画していたが、新

型コロナウイルス感染症の影響から中止とし、一部で日程と内容を変更してリモート討議

を利用するなど開催に向けて検討している。又、感染症の影響で学習環境が制限された学生

が次年度入職するにあたり、看護学部・健康科学部の教員から学生の現状についての情報も

得ながらどのような支援が必要かを検討する。 

 

  

４.管理経営 

（１）財政基盤の強化 

令和 2 年度予算は、策定時点での新型コロナウイルス感染症流行の見極めが困難だった

ことから、その影響を織り込まずに組成した。前年度の額田医学生物学研究所解散にともな

う大口寄付が剥落する一方で、支出面では減価償却費が高水準で推移し、医療経費が想定を

上回るピッチで増嵩を続けるなか、基本金組入前当年度収支差額 3.7 億円の黒字予算でスタ

ートした。しかし実際には、5 月に掛けて新型コロナウイルス感染症の流行が一層深刻化す

るなかで収支面では３病院を中心にその影響をもろに受け、上期の走りは本学が少なくと

も過去数十年来経験したことのない規模の赤字に陥っている。今後、東京都や千葉県等から

の支援もある見込だが、通期ベースでの赤字転落は避けられそうにない。 

今後については、新型コロナウイルス感染症の第二波襲来の有無、深刻度に大きく左右さ

れるため、各所属が教研・管理経費支出の節減に努めるとともに、特に３病院の収支改善に

向けて取り組むことで、赤字幅の圧縮に注力していく。 

資金面では、借入金の圧縮が順調に進む一方で、赤字計上にともないこれまで積み上げて

きた手許資金の低減は避けられそうにない。資金繰りに支障が出るレベルにはないが、従来

以上に資金管理を厳格に取り組んでいく。 
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（２）経費節減プロジェクトの推進 

令和 2 年度の経費節減プロジェクトは、各所属の創意と工夫を活かした様々な取り組み

を進めるとともに、法人主導項目として ①業務効率化による時間外業務削減 ②３病院の

機器・備品購入の適正化 ③委託費・消耗品費・印刷製本費、診療材料費等の適正化プロジ

ェクト ④法人本部収支底上げプロジェクトの 4 つの施策を設定し、法人のスケールメリッ

トを活かしたコスト削減に取り組んでいる。7 月には本年度第１回目の経費節減推進委員会

を開催し、各所属の担当者による施策の進捗報告と課題共有を行った。新型コロナウイルス

感染症の影響により未曾有の状況に直面し、本年度の収支は著しく悪化していることから、

法人一丸となって徹底した経費節減に取り組んでいく。 

 

（３）ガバナンス機能の強化に関する取り組み 

 本法人は建学の精神「自然・生命・人間」を尊重し、教育・研究・医療を通じて社会に奉

仕・貢献することをミッションとしている。実現のため、現在進行中の「平成 31（令和元）

年度～令和 3 年度 中期経営計画」では基本方針として「アイデンティティ・クオリティの

向上」、「実効的なガバナンス体制の構築」、「健全な収支バランスの確立による財政基盤の強

化」を定め、理事長のリーダーシップの下、理事会・監事・評議員会の機能を適切に発揮し、

法人運営を遂行している。 

かねてより本法人では経営理念・経営ビジョンを法人内に示し、3 年ごとに中期経営計画

を策定するとともに毎年度、組織目標（年度運営方針）・事業計画を策定している。この度、

令和 2 年度の改正私立学校法の施行にともない、さらなる運営基盤の強化と、教育の質の

向上および運営の透明性の確保を図るため、私立大学連盟の定めるガバナンスコードを導

入し、段階的に取り組んでいく。対象の所属では、コード要件に対応する具体的施策と目標

を設定し、その進捗状況を組織目標シートで報告する管理体制を整え、本年度の組織目標よ

り各種取り組みを推進している。さらに、4 月からの法施行に合わせて、寄附行為の変更な

らびに関連諸規程を整備し、法人運営の基盤強化を図った。6 月 1 日からは学部長選任に関

する規程を施行し、理事会の指導と学長の指揮のもとで、戦略的に大学を運営できるガバナ

ンス体制の構築に取り組んでいく。 

 

（４）アイデンティティ強化のための広報施策 

① 広報施策の強化 

認知度向上施策としてプレスリリース配信を継続しており、8 月末時点で 20 本のリリー

スを配信し、うち 10 本が延べ 73 メディアに掲載・放映された。本年度は新型コロナウイ

ルス感染症の影響で、大学や病院等でのイベント・公開講座が相次いで中止せざるを得ない

状況となり、告知リリースの配信ができず、全体のプレスリリース配信数が前年度同期間比

21 本減となった。一方で、情報発信に対する学内意識の高まりにより、情報共有が活性化

し、他機関との共同リリース等の戦略リリースについては増加している。又、感染症関連を
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専門とする医学部および看護学部の教員がテレビや新聞に度々取り上げられ、メディア掲

載数が急増する結果となった。 

7 月開催の令和 2 年度広報連絡会はテレビ会議にて実施し、各種広報施策について各所属

の広報担当者・Web 担当者と情報共有・意見交換を行うとともに、新型コロナウイルス感

染症の影響にともなう広報活動の変化について、体系的かつ実践的な SD を広報専門家を交

えて実施し、学内の広報意識およびスキル向上を図った。 

 

② ホームページの充実 

 本法人各施設トップページへのアクセス数は令和 2 年 4 月～8 月累計で延べ 1,290 万件

（大学 752 万件、病院 355 万件、両中高・看専 183 万件）となり、前年同期間比約 284 万

件増となった。新型コロナウイルス感染症の影響にともない、主なコミュニケーション手段

が対面からオンラインへと変移し、対面でのイベントに代わるコンテンツとして特設ペー

ジの作成や動画の戦略的活用を進めており、今後は学内のホームページ運用方法について

現状に合わせたマニュアルに改定していく。 

前年度に引き続き、医学生・研修医・地域医療機関等への情報発信強化として、各診療科

のプライベートサイト構築を 3 病院と連携して進めている。本年度は 34 診療科（大森病院

12 科、大橋病院 11 科、佐倉病院 11 科）のサイト公開予定で、7 月下旬より各診療科への

取材を順次開始している。初期・後期研修医のさらなる獲得と紹介患者の増加につながるよ

うに、診療科の特色を効果的に訴求できる充実したサイト制作をめざす。 

 

（５）「学校法人東邦大学広報」による法人情報の発信 

 前年度より連載中の「東邦大学のあゆみ」および「海人の娘」は、計画通りの掲載を行い、

学内外より好評をいただいている。又、掲載内容の充実、業務の効率化および経費節減等を

目的に、令和 3 年度から「学校法人東邦大学広報」（法人広報）と「TOHO UNIVERSITY 

NOW」（大学広報）の併合を検討している。法人内のコミュニケーション促進を図るため、

事業内容だけでなく、現在取り組んでいる研究やトピックス、旬な話題を掘り下げて法人内

での活動について紹介していく予定である。同時に、Web 配信の導入も視野に利便性の向

上を図れるよう検討を進めていく。 

 

（６）産学連携の推進 

 学外組織との産学官連携を推進するために予定していた視察、実地活動等は、コロナ禍の

影響により実施することはできなかった。しかし、Web 会議を利用して、和洋女子大学を

はじめ他施設や研究者などとの定期的な情報交換および、東京都医工連携 HUB 機構と日刊

工業新聞主催の Web セミナーでの講演実施など感染対策を取りながら積極的に活動を続け

た。 

 そして、学内研究者向けの研修会や講演会等も感染拡大防止のため開催を見送ったが、共
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同研究承認申請書の改訂による申請手続きの簡略化の推進等、研究環境の改善について継

続的な活動を行った。上期の特許については、特許出願が国内特許 4 件、商標登録 1 件、外

国出願 2 件であった。一方、受託研究 11 件、共同研究 49 件、その他 38 件、合計 98 件の

案件の精査（契約書確認等）を行い、研究支援の強化を図っている。 

 

（７）額田記念東邦大学資料室の充実 

 新型コロナウイルスの感染が拡大している状況を鑑みて、昨年度 3 月 2 日から 8 月 31 日

まで資料室を閉室していた。それにともない、6 月 8 日に開催を予定していた「開室 10 周

年記念式典」については中止した。同日より開催を予定していた資料室での展示については

時期と場所を変更し、9 月より医学メディアセンターで、その後 10 月より習志野メディア

センターで実施することとした。又、同窓生を含む学内関係者に向けた広報として、同窓会

誌や大学広報誌『TOHO UNIVERSITY NOW』へ資料室の活動紹介を掲載した。今後も資

料室のホームページを定期的に更新するなど学内外へのさらなる広報活動に努めていく。 

 

（８）羽田空港跡地再開発推進計画について 

令和 4 年の事業開始に向けて準備を進めてきた。しかしながら、年初からの新型コロナ

ウイルス感染症の世界的拡散は本事業に極めて大きな影響を与え、羽田の地の利を活かし

た先端医療の展開や財政基盤の柱に据えていたインバウンド事業についても先行きが極め

て不透明な状況となった。新型コロナウイルス感染症の終息見込みが全く立たない中で、仮

に本事業を続行したならば毎期大幅な赤字計上は確実であり、法人全体の経営を揺るがす

事態となることは必至である。事ここに至り本法人の本来業務である「教育」「医療」「研究」

を通じて社会的責任を果たす事が最優先事項と考え、慎重に審議を重ねた結果、苦渋の判断

であったが本事業からの撤退を決断した。本事業からの撤退については去る 7 月の理事会

にて理事長から報告を行い、両監事からもご了解をいただいている。なお、本プロジェクト

推進企業の「羽田みらい開発」及び大田区に対しては数回にわたり状況を説明し撤退の意向

を申し入れた。今後、「羽田みらい開発」との間で撤退に向けた交渉が予想されるが、本学

は撤退の姿勢に一寸の迷いもなく、今後の交渉は本学と顧問契約を締結している第一芙蓉

法律事務所に代理人を依頼している。 

 

（９）軽井沢山荘の建替 

 軽井沢山荘は、帝国女子医学専門学校第 1 回卒業生である星野禮子様（星野リゾート現

代表の祖母上）よりご寄付頂いた土地に昭和 40年に落成した。近年は施設の老朽化が進み、

平成 27 年度以降利用希望者は殆ど無い状況であったが、経緯を知る星野リゾートから、同

社が近隣に保有する土地・建物との等価交換等の具体的な提案が寄せられたため、当方の負

担なしで新軽井沢山荘開設に向けて計画を進めている。5 月には既存山荘の売却および新山

荘の土地購入の契約を締結した。6 月末からは建築工事を開始しており、10 月初旬には上
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棟式を実施する予定で、来年 3 月末の竣工をめざす。 

 

（１０）株式会社東邦キャンパスサービスの動向 

 8 月で第 20 期の決算を終え、今期についても教育・研究・医療の各分野で法人と連携を

強化し、事業を推進した。大橋病院の駐車場運営については、新型コロナウイルス感染症の

影響により売上額が減少したが、大橋病院、管理会社と協力して安定運営をめざす。又、令

和 2 年 4 月の診療報酬改定にともなう治療薬・特定保険医療材料（償還材料）の価格変更

を受け、各ディーラーとの治療薬の価格交渉について 3 病院薬剤部長と協議の上、4 月～9

月分は 9 月末まで、10 月～翌年 3 月分は 3 月末までの妥結をめざして取り組んでいく。償

還材料の経過措置に該当する品目については、9 月中旬までの妥結に向けて価格交渉を進め

ている。 

 

 

 

以上 


